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米国における政府支出と民間消費の代替性に・関する
　　　　　　　　　　　　防衛経済学的考察

一年次及び四半期データを用いたEv出s　md　Kamsモデルの実証分析一

　　　　　　　De危皿・・Ec㎝。㎜bCo畑d・燗㎡㎝㎝S・bs肋鮒伽
　　b卯捌G・陀伽m㎝f助・皿倣娩・伽d肋㎞批C㎝・㎜p苗㎝血肪・US
jEm肋刻ん伽・棚・㎜・㎜dκ㎜纈・〃。d6m虹批㎜必dρ・流カ脇

安藤潤。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要約
　本稿では米国の1950年以降の年次データ及ぴ四半期データを用い、政府支出を防衛支出と非防衛支出に分け、

それぞれの代替性・補完性と、消費の流動性制約仮説を同時に検証するEv帥宙刮皿d　K刮m宙〔1兜呂）モデルを推定し

れ四半期データによる推定結果からは⊥政府支出が民問消費と代替性を有していた、つまり家計の限界効用を

増大させる効果を有していたと統計学的に判断できるのは”50年代の防衛支出及び防衛消費支出と、19珊年代の

非肪衛消費支出のみであったことが明らかにされた。

第1章　序論

　本稿では・’米国の政府支出が民間経済主体の支出行動にどのような影響を及ぼしてきたか

について・より詳細には・米国の政府支出は家計の民間消費と代替的であったのか補完的で

あったのかについての実証分析を行㌔政府支出が民問消費と代替性を有するのか、あるい

は補完性を有す・るのかについては、政府による財政政策を評価する際に非常に重要であり、

過去多くの研究者によって様々なアプローチから検証されてきたが、ここではB、刮皿冒且nd

K㎜且目（1998〕による流動性制約仮説を同時に考慮したモデルを推定し、米国政府による財政政

策に対してIつの評価を加える試みとすること、そして政府支出と民間消費の代替性及か補完

性に関する今後の研究の第一歩を刻むことを目的とする。用いら’れるデータは米国の1950年

以降の年次データ及び四半期データであり・両者の推定結果の比較が行われる。また．、防衛

経済学的観点から二政府支出を防衛支出とそれ以外（つまり非防衛支出）に分け、前者が財’

政政策手段の1つとして家計の効用にど？ような影響を与えてきたのかについても焦点が当て

ヰ＾M〕O，J㎜［情報文化学科］
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してそれらは明確に分けられた上でそれぞれの民間消費支出、良間投資支出、政府支出（政

府消費支出及び政府投資支出〕が総需要を構成すると説明される。ところカ油且i1巴y（Ig71）は、

その「第9章　政府の影響（Ch且p佗I　g　Th巴1mp且ct　of　Govemm㎝t）」において以下のように述べ

ている。

　　　政府による消費財及び消費サービスヘの支出は民間家計の厚生を増大させる。政府による投資財へ

　　の支出は・民間家計に対しても複数の手段によoてその将来の産出を生み出すであろう。完全雇用下

　　では・これらのうちのいずれかのクイプの政府支出が、民間消費のために家計がそのときに使用でき

　　る真の様々な資源のすべてを・したがって富の増加を減少させるのである。もしこのような事実を家

　　計が正確に認識し評価するとすれば、間違いなく、政府を民間蔀門へと統合す石ことができるのであ

　　名。

　　　この点については・大半の著者が見逃してきたのであ糺というのもそのような大半の暑者は、実

　　際あたかも民間家計が政府が供給する財・サーピスに閲して無知であるかのように、政府に対して民

　　間部門とは異なる別の役割を与えてきたからである（B前1町｛1971〕，叩152－15ヨ．日本語訳は著者による〕。

．Bai1巳y（lg71）は・家計はたとえ租税τを負担させられたとしてもぺ政府によって供給される

無料の食料や現物給付を含む政府支出Gを自らの所得として評価する、そして政府支出Gのう

ちその消費支出の部分Gcを自らの消費に算入するとの考え方に基づき、民問消費Cと政府消

費G〔の合計C＋Goを全体の「消費一とし、この消費は、所得から租税を控除し政府支出を加

えた「可処分所得アーτ十G」に依存すると主張する。．したがって、基礎消費を血、限界消費性

向を凸とすれば、民間消費関数は

　　C一蜆一G。十牛（r－r＋d〕（・．1〕

と表現されることになる。

　Bai1ey（197I）による議論から・有効消費（eff己o廿v巴㎝皿昌皿mption）の概念と政府支出の民聞消

費に対する代替性（畠ub副itu且bi1ity）の概念を導入←たのがB丑πo（一981）である』彼はその論文

の申で公的サービスの役割について次のように主張する（B且m（19呂1〕，pp1I090－1091．〕。’公的サ

ービス（つまり政府により供給されるサービス〕には2種類のサービスがある。1つは、家計

の効用を直接左右するものであり、具体例としては公園、図善館、学校の給食プログラム、

病院の坤氏高速道路・運輸プログラムなどがこれに該当す糺これらは異間消費支中を密

接に代替する可能性を有するもので、従来の政府の役割に関する概念を逸脱するものではな

い。もう1つは・民間部門の様々な生産活動のプロセスに対して投入物となるものであり、具

体例としては法体系、種々の防衛サーピス、警察サーピス、教育、一そして規制に関する諸活

動の供給が挙げられ乱これらサービスは、民間部門の労働投入及び資本投入を密接に代替
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す．るであろうが、法体系の供給や防衛サービスの供給などいくつかの分野で公的サービスは

民間部門の各種生産要素の限界生産物を増大させるとも考えられる。

　Bam（19君1〕は、B且iley（1971）の主張を受け、民間部門の有効消費C＃を、民間消費C、政府

支出G及びそれによる民間消費の代替性を表すパラメータθを用いて以下のような式で表現

した㌔

　　Cヰ≡C＋θG（2．2）

この（2，2）式においてθは

　　O≦θ≦1　　（2．ヨ〕

の範囲の値をとる㌔このとき家計は民問消費を減少さ．せて貯蓄を増加させ、宥効消費を平準

化させる．ものと考えられている。

　卒稿の構成は以下のようである。第2章では過去の主要な研究事例を紹介し、第3章におい

て実際の推定上の主な論点である「ヨつの不可分性」について説明する。第4章では本稿で推

定するEΨm畠md．K刮m昌（1998）のモデルを導出し、実証分析を行な㌔そして第5章において結

論と今後の課題が述べられる。

第2童　政府支出の代替性及び補完性に関する過去の主要研究事例

　B㎜o（1981）以降、この政府支出による代替性に関する実証由研究は多くの研究者によって、

マクロ経済学におけるいくつかの代表的な消費理論の延長線上に積み重ねられることとなる・・。

Pe1d畠t巳in（19冨2）はいわゆるリカードの等価定理を、米国の193卜19η年の年次データ（ただし

第2次世界大戦期間中の1941－1946隼は除かれて．いる）を用いた11本の推定結果から検証して

いる。その中の唯一のOLSによる推定結果から、政府支出が民間消費を引き下げるとしても、

それは政府支出の規模と同額、つまり100％ではなく、10％程度であること、そして残りのm’

！1ヨ刮πo（19宮1〕においてはもちろん、以下で挙げる主要在過去の研究事例においても、消費や政府支出などのマ

　クロ経滴データの変数はすぺて一人当たり（岬o叩i帖〕の概念で論じられるのが一般的である。
ヨ実1票の推定では田が（2．ヨ〕式のような範囲を必ずしも・とるとは限らないし、B岨o（19宮1〕が導入したのはあくま

　で代替性の概念だけであって、補完性の概念はまだその論文では導入されておらず、したがoて田が負の値を

　とることについてはまったく言及されていない。

4マクロ経済学における消費理論の1つである流動性制約仮説に関して、後続する多くの研究に対して最も影響
　を及ぽすこととなったのが、オイラー方程式を用’いたアプローチから恒常所得仮説の検証を行なった冊11
　（1卯呂〕である。H町餉hi（19宮2〕はH刮11（1早7昌〕の結果を修正し、ある一定割合の消養者は流動性制約に直面してい

　るとの可能性を考慮し、そのような消費者は流動性制約に直面する結果、消賀が現行所得に対して過剰に反応
　することを示したのである。またC咀舌hin雪（1992〕は・刊冊i皿〔19呂1〕とH町餉hi（19畠2〕のアプローチを用い、流動

性制約が消費に対して強い影響を与えることを実証した。
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本の推定結果からもリカードの等価定理は成立せず、種々の財汝政策の宥効性を、つまりケイ

ンジア・ンの財政政策は民間消費を刺激することを明ら牟にしているヨ。Kom㎝di（I983）はHall

（1978）、H且vh（1981）、Hay且；出（19呂2）などにより展開された消費の恒常所得仮説を検証するモ

デルを簡易化し・政府の財政政策に民間部門がどのような反応を示すのかについて、米国の

1930－1976年の年次データを用い、OLS（最小二乗法）、GLS（一般化最小二乗法）、及び変数

の第1階差によるOLSそれぞれにより政府支出め代替性を検証した。その結果、レ’・ずれにおい

ても政府支出の代替性がO．22程度であることを実証的に明らかにした右。A；oh、、、、（1985）は合理」

的期待’形成とリカードの等価定理を結びつけ、オイラー方程式を応用することでその推定式を

導出し・米国の1948年第1四半期からI991年第4四半期までのデータを用いてそれを推定してい

る。その結果、．政府支出の代替性は統計学的に有意であり、最小でO．23、最大でO．42Iであるこ

とを示した。Gmh刮mandHim㎡o昌（1991）は・上で述べた宥効消費が、一方においては消費者

ρ総資産である長期的な種々の所得フローの割引現在価値の一定割合と変動所得の合計により

定義されること、他方においては（2．2〕式のように民間消費と政府支出の」部の合計として表

されることから・最終的に2本の推定式を導出している。・彼らは米国の1948－I986年の年次デ

ータを用いて実証分析を行なっているが、導出した2本の推定式のうちの消費関数のみについ

て非線形操作変数法により推定した場合・政府支出は民間消費と宥意な代替性を有L、その値

は3本の推定結果ともO．31前後であることを明らかにした7。

　上述したすべて・め実証的研究では、政府支出は民間消費と代替的であるという点では一致

しているが・政府支出が民間消費との問に統計学的に有意な補完性を持つ場合があるこ’とを

実証的に明らかにしたのカ派a皿胡（1994）そある。彼はオイラー方程式を応用して推定式を導出

し・30ヶ国の1950年から1980年代半ぱあるいは後半までの年次データを用いて実証分析を行

なってい苧。その搾定結果は・多くの国で政府支出は民間消費に対して有意な補完性を有す

るか・あるいは両者の相関関係が有意ではないことを示している誼。彼はさらに、政府支出の

対GDP比が大きい国ほど補完性の程度も大きくなる傾向があり、そのような国では政府支出

ヨ冊1d副曲（19宮2〕は後述する有効消費の概念や政府支出の代替性あるいは補完性について特に言及しているわけ

　ではない。

｛Ko耐帥di（1兜ヨ〕はまた推定期間を第2次世界大戦期11941－4碑〕を除いた期間、第2次世界大戦終戦時まで

混乱期（1明O一価年〕・第2次世界大戦後の静寂期｛1蜥一76年〕に分けても推定している。そ先らの推定結果

　はやはO有意な政府支出の代替性を統計学的に確認しており、代替性はそれぞれO．20，O．24，O．17であること

が示されている。

一〇I出㎜刮ndHim町io彗（1991〕は民間消費を非耐久消費財支出とサービス支出の合計として定義Lている。’

嘔Kom舌（凹94〕により統計学的に有意な代替性が確認されているのはパナマだけである。また、制約付き非線形

2段階最小二乗法による推定結果から・日本の政府支出は民問消費と統計学的に有意な代替性あるいは補完性
　を有していないことが明らかにされてい糺米国は牟析の対象となづているヨoヶ副二含まれていない。・
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の増大は民間消費をクラウド・インする、つまり、民間消費の増大を導くのであり、その結

果、貯蓄率を低下させると結論付けている。効用関数の定式化に際して様々な仮説を設定し、

それらを推定することで政府支出あ民間消費に対する代替性あるいは補完性を検証している

のカ“（1995〕である。彼は次章で述べる3つの不可分性に関して、非耐久消費財及びサービス

に対する消費と耐久消費財ストックから得られるサービスの消費とは不可分（つまり消費の

概念から耐久消費財ストックの消費を除外しない）、時蘭に関しては可分（つまり現在の消費

は過去の消費からの影響を受けない）、政府支出と民間消費は不可分（つまり政府支出は民間

消費に影響を与える）という仮定のもとで代表的家計の効用関数を定式化し、1階の最適化条

件を導出している。その際に、非耐久消費及びサーピスに対する消費と耐久消費財の不可分

性の表現方法として両者を単純に足し合わせる加法型とコブ＝ダグラス型の2種類と、政府支

出と民間消費の不可分性の表現方法として（2，2）式で表されるような線形型、コブ三ダグラス・

型及びCES型の3種類を組み合わせることで1階の最適化条件を具体的に数式で表現し、それ

ら12本をGMM（一般化モーメント法）により推定している。米国の1947－1992年の四半期デ

ータを用いた．I2本の推定緒果からは、上で述べた不可分性に関する表現方法と推定に使用さ

れる利子率に関する指標が異なれば統計学的に有意な代替性も補完性もともに確認される。

　さて・マクロ経済学における消費理論のIらとして流動性制約仮説があ糺Cu目hi㎎（一9♀2）

は一国経済の人口が2つのグループ、つまり流動性制約に直面した消費行動をとる人々のグル

ープと、恒常所得仮説に従った消費行動をとる人々のグループとから構成されていると仮定

し・それぞれの消費関数を結合させた華定式を導出して実証分析を行っているが・このモデ

ルに宥効消費の概念を組み込んだ上で推定式を導出し、政府支出の代替性及び補完性を同時

に検証したのカ相v且m且皿d　K皿且畠（1996）である。彼らは54カ国のI950－1990年の年次≠一タを

用いて実証分析を行っている。パ今メータに制約を設けずに基本モデルを推定した場合、政

府支出全体を説明変数として用いたときに54ヶ国中I3ヶ国のみが、そして政府購入（つまり

政府支出のうち政府消費のみ）を説明変数と’して用いたときには54ヶ国中8ヶ国のみが、それ

ぞれ有意な代替性あるいは補完性を宥することを明らかにしている・蓼。特に防衛経済学曲観点

から付け加える・ならば、彼らは推定結果から、．防衛支出の対政府支出比と政府支出の代替性

の大きさは有意な負の相関康係を有していることを明らかにしている。さらにEv且nHnd

旦例えぱ本稿で分析対象となっている米国．は政府支出全体の代替性はo．19であるが！値が約o．79、日本については

政府支出全体の代替性は一1．ヨ4である｛つまり補完的である〕が、やは”値が約一〇．宮2と低く、それぞれ有意

　にゼロとは異ならないという結果が示されている。
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・ml（！・・1）は1…隼の研究を発展させ、有効消費を構成する政由支出を防衛支出と非防衛支

出とに分けた上で効角関数を設定し、．66ヶ国について1970－I989年の年次データでパネル分

析を行ってい㌫その推定結果から・操作変数を用いない基本モデルを推定した場合、固定

効果としては・防衛支出は民聞消費と有意な代替性あるいは補完性を有していないこと、非

防衛支出は民間消琴と有意な代替性を有することが明らかたされている。しかし、操作変数

を用いて推定した場合には、防衛支出が民間消費と有意な抽完性を有L、この補完性の大き

さは防衛支出の対GDP比と有意な正の相関関係を有すること、逆に非防衛支出は有意な代替

性あるいは補完性を有さないことが明らかにされているm。

　これまでに示されてきた研究事例とは大きく異なるアプローチ’で政府支出と民問消費の代

替性を検証しているのが団巳i朗ig　md　Ro畠冊n且（2003〕ヤある。彼らは袖縮的フーリエ関数型効用

関数を設定し・需要システムによるアプローチで、ヨ種類の政府支出（連邦政府防衛支出、運

邦・政府非防衛支出・州・地方政府支出〕と3種類の民間消費支出（非耐久消費財消費支出、サ

ービス消費支出、耐久消費財ストック消費支出）それぞれについてMod畠him田の代替弾力性を

検証してい乱米国の1946－1996年の四半期データを用いた推定結果から、各種政府支出と

消費支出が純MoTi畠hima代替性を宥し、それらの弾力性は推定期間を通じて変動的であったこ

とを明らかにしている。また、防衛経済学的な観点から彼らの研究成果について言及してお

けば、特に連邦政府防衛支出と各種消費支出の代替弾力性は推定期間を通じて変動が激しい

ことを明らかにしている。

第3童　実証分析に際しての主’な論点

　政府支出の民間消費の代替性及び補完性ド関・して行なわれてきた過去の研究には実証分析

が伴うものであるが・その際・いくつかの論点がある。これを簡潔に要約しているのがNi

（1995仰・59∬9島）であ乱以下にrそれら主翠な3点について幸とめ・次章で実証分析を行な・

うこととする。

m国男！の推定精果について・ここでも日本と米国についてのみ挙げておけぱ、停…については日本が一‘．1o、米

　国が一ヨ・5岳・田・1■については日本が一〇・97・米国が一〇・7宮であり、両国ともに防衛支出と非防衛支出は民問消．

　費に対Lて補完的であることが示されている。
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第1節’耐久消費財と非耐久消費財の不可分性

　実証分析における第1の論点は、耐久消費財の消費と非耐久消費財・サービスの消費は不可

分七ある（皿㎝冒epmb1巳〕かどうか、つまり民間消費を両者の合計とするか、それとも前者を

除いて非耐久消費財とサービスに対する支出とするかどうかについてである。もし・耐久消

費財から受ける様々なサーピスを非耐久消費財に加えることが可能であるとすれば・このと

き1期における民問消費o‘は

　　o、＝♂十ガ（2，1）

と表すことができ乱ここで・q冊は非耐久消費財・サニビスの消費・4は耐久消費財ストッ

クから得られるサーピスのフローであ乱この場合・φと4それぞれの消費からは同二の限

界効用が得られることになる。

　ここで聞題となるのが、耐久消費財から得られるサービスを効用関数にいかに組み込むか

である。そのIつの方法を示しているのカ珊㎜MndS㎞gleton（1986〕である。彼らは

　　q一（仰（ガ）’LりZ2〕’

というコブ＝ダグラス型による民聞消費の定式化を行なった一2，2〕式において、

　　ρ＝1のとき民間消費は非耐久消費財・サービスのみの消費

　　o＜ρ〈1のとき非耐久消費財と耐久消費財ストックから得られるサーピスのフローは不

　　可分

・となる。また、耐久消費財ストックから得られるサービスのフロー4は・正期における耐久消

費財ストック及び新たに購入された耐久消費財め減価償却額

　　d二三δ（此’＿1＋4）（2一ヨ〕

と表すことができる。ここで・此、一1は前期末における耐久消費財ストック・4，は今期における’

耐久消費財の新規購入額、δ（o＜δ＜1）は減価償却率であるll。よって今期末における耐久消

費財ストック此’は

　　炉O一δ〕（馬一1＋4〕（2．4）

と奉すことができる。

第2節　効用関数における時間の不可分性

　実証分析における第2の論点は、効用関数における時間の不可分性、つまり、今期の民間消

ll　Co岬bd1刮■dMmkiw（1990〕は四半期のδをO．O百と設定している。
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費に前期の消費からの影響を加えるかどうかについてである。

　非耐久消費財の中には靴や衣服のように1四半期、場合によっては1隼以上使用できる財が

含まれていること・過去の消芦が習憤を形成し・それらが個人の今期の消費水準に対する評

価の参照となる可能性があること・そして、公共財に対する政府支出は民間消費に対して持

続的な影響を及ぼす傾向があることをどのように考慮するかが問題となる。

’さて・Eを数学的期待値・βを経済主体の主観的割引率、血及び1一囮を今期の効用におけ

る今期及び前期ρ有効消費のウェイトとすれば、合理的な代表的経済主体の効用関数は以下

のように表すことができる。

　　五。Σβ’阯［血針（1一蜆〕ξ一］1，血〉o（2．5）

　　　一＝o

’この（2．5）式において、血＝1のとき効用関数は時問に関する可分性を有する。O＜ω〈1のとき

前期の有効消費屯が今期の有効消費4に対して．正の影響を及ほし・効用関数は時間に関する

不可分性を有する。さらに血＞1のとき前期の有効消費く．，が今期の有効消費4に対して負の影

響を及ほし、効用関数はやはり時間に関する不可分性を有する。このような時間の木可分性を

考慮するかどうかによって・過去の実証的研究において異なる成果が生まれてきたのである。

第3節　民間消費と草府支出の不可分性

　実証分析における第3の論点は・政府支出と民間消費の不可分性に関する数式による表現二

そして両者の代替性及び補完性の定義に関するものである。

　前者については2種類の定式化がある。1つ’はB㎜o（19冨1）、Fe1d昌t巴h（1982）、Kom㎝di（198ヨ〕、

Al．h且・1・（I9昔5）・G1出㎜且・mim㎡舳91）・・m（1…）・そして．早・㎜1㎜・・㎜1（1…，

199害）が用いているように・今期の有効消費4を今期の民間消費与と今期の政府支出且、との線形

関係

　　4＝q＋鋤　　（2．6）

で表現す．る方法であ乱ここでパラメータ日は、政府支出による民聞消費の家計の効用に関

する限界代替率を表すとされる。　．　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　もう1つの方法は、C刮叩出el1坤M肛㎞w（1991）が用いているように、今期の有効消費くを今

期の民闘消費qと今期の政府支出思、とのコブ＝ダグラス型で定式化する方法

　　4＝4・g二■＾　（2．7）
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である。以下でも示すように、本稿ではE柵m且nd　K皿a≡（199呂）に従い、政府支出を防衛支出

と非防衛支出とに分けた上で、（2．6）式による表現方法を適用・している。

　さて・σ（g，g，）を効用関数とするとき・民問消費qと政府支出宮、の代替性は．

　　　　∂…σ
　　％1±∂。∂ガ2呂）

で表すこと・ができ乱このとき・①％刮＜o・つまりg，の増加がgからの隈界効用を低下させる

とき・両者は代替的であり・不可分性を宥する・②％roのとき・・つまりg，の増加がqからの

限界効用を増加も低下もさせ在いとき・両者は独立的であり・可分性を宥する・③～〉O・

’つまりg、の増加がgからの限界効用を低下させるとき・両者は補完的であり・不可分性を有す

ると定義される。したがって、’

　　θ〉Oのとき％吾一＜O　（2－g〕

　　θ＝のとき％品三〇　（2．1O）

　　停＜Oのとき％呂．〉O　（2．11〕

が成立し・（2・9）式のような場合には「qとg，は代替的」・（2・IO）式のような場合には「qとg、は

独立的」、また（2．H）式のような場合には「gと岳、は補完的」と表現され、本稿でもこの表現を

用いることとする。

第4章　実証分析

第1節　Evans　and　Karras（1998）モデル1・推定式の導出

　今、剃’国経済の消費者はf期において

　　○二＝oi、十〇郷十〇：■…岳㌘　（3．1〕

と定義される有効消費o‡から効用を得ると仮定する。ここでoは民問消費支出、g…及びg＾冊は

それぞれ政府支出のうち防衛支出と非防衛支出であ乱また・⑪・加及ぴo祀閉はともにパラメー

．タであり・それぞれ民問消費支出oと防衛支出苫冊及び非防衛支出苫皿㎜それぞれとの間の代替性

あるいは補完性の程度を表す。代表的消費者は今期から将来にわたって有効消費o申から得ら

れる効用の総和の数学的期待値

E。Σβ：必葦、〕（切

　F　o
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を最大化しようとすると彼定する。ここでEは数学的期待値、β’は主観的割引要因であり、効

甲関数において時間の可分性が仮定されてい糺また・限界効用は逓減する・つま’り皿に関し

て1階の導関数は正（岨’〉O）かつ2階の導関数は負（岨’’＜O〕であると仮金する。⑪冊または⑪皿胴

が正の値であるとき、政府による暁衛支出または非防衛支出は、それらの増大が限界効用を

逓減させるという意味において、民間消費支出とべ替的であることを意味する。そして、⑪冊

または⑪蜆閉が大きい正の値であるほど・それだけそれらが民間消費を代替するのである。他

方・⑪冊またはo‘冊が負の値であるとき、政府による防衛支出または非防衛支出は、それらの

増大が限界効用を増大させるという意味において・民間消費支出と補完的であることを意味

す乱そして・⑪胡または⑪皿冊が大きい負の値であ．るほど、それだけそれらが民間消費支出を

補完するのである1コ。

　ここではHay丑呂hi（I982）・Cヨmpb巴11皿dM丑舳w（1989）及びE冊n畠mdK目π丑呂（199罧）にしえが

？て・（3・2）式を最大化するよう行動するのは当該国経済を構成する人々のうちの一部である

と仮定帆つま1・去れら当該国経済を構成する川1！まタイプ1とタイプ・の・種類6消費

者ダ存在すると想定す糺タイプ1の消費者は上で示したような（3．2）式の最大化行動をとり、

したがってタイプIの消費者の有効消費はランダムウォーク過程に従うものと考え、

　　○王二、三皿i＋ベエー＿1＋阯i、　（3，3〕

のように表される。ここでタイプ1の消費者の有効消費は

　　・二一1．、、十〇賊十蝋1：＾（ヨ．4）

と定義される。ここで竹，はホワイトノイズである。（3．4）式から

　　・二、一1…。、，工、一、十⑪郷．、十蝋f：＝、（3，5〕

よって（3．ヨ）式、（3．4）式及び（ヨ、5）式から

　　～，三FぺO㌘△思豊L〇三’’△9；τj＋叫、　（ヨ．石）

が得られる。ここで△は1階の階差を表す。

　さて、タイプ2の消費者は、流動性制約に直面した消費行動

　　○コ．“iん1“　　（ヨ・7〕

をとるものと仮定す乱ここで当該国の可処分所得に占めるタイプ2の消費者の消費支出．の割

合を表すλは時間の経過とは無関係に一定であると仮定する。．（3．7）式より

1！E帖nHod　K肺朋〔199昌〕は・実証分析を行なう前の事前的な考察の中で、政府による防衛支出は教育や医療と

　いった非防衛啓府支出に比べて民間消費支出との代替性は低いか、もしくは補完性が高い、つまりo…くo＾＾1

　となるであろっと論じている’

一6「一



　　△c，，且Fλ≡△／“　（ヨ、畠）

また、

　　△01．’、十△O。一且、＝△叫、　（3．9〕

であり、よって（ヨ、6）式、（3．呂〕式及び（3．9）式から

　　△q、㍉十λi△ルーO弘㌶一01’”△鮒十咀且、　（3－1O〕

が得られ、これが推定式となる。ただし、推定結果を吟味する際には、⑪冊及びo皿冊の符号が

タイプ1の消費者の宥効消費を表す（3，4）式の中と上の（3．lO）式の中とでプラスとマイナスが入

れ替わっている点には注意が必要である。

　なお次節では、△㌶十△埋＝㌘＝△島、であることから一ヨ。1o）式を修正した

　　△q，〒血、十λ、△此，一⑪、△＆、十牝、　（ヨ．1l）

と・（3・10）式から・△㌶と鮒のうち・いずれか一方を除いた推定式

　　△叫．＝皿汁λ’△ハ、一〇：＾△㌶十皿工、　（ヨ。12）

　　△q、三皿i＋＾j△｝ボ〇三’“△鮒十咀i’　（3，13）

をも推定することとする。

第2節　推定結果

　以下で米国のマクロ経済データを用いた（3．lO）式から（3．13）式までの推定結果を示す。推定

に当たっては計量経済ソフトEView昌Ve甲ip皿4．1を用い牟。米国のデータは米国商務省統計分

析局（朋A）のウェブ・ぺ一g（h岬1仰ww上舶．gov∫）で公表されているものを使用した。・年

次データについては1950年から2004隼までの暦年データを、四半期データについては1950年

第1四半期から2004年第4四半期ま七のデータを偉用しむ連邦政府防衛支出も含め・’2000年

を基準年とする運鎖価格指数により実質化されていない一部の年次及び四半期データに関し

ては、同価格指数を用いて筆者が実質化を行なったうえで、変数の加工を行なった。消費に

関しては耐久消費財消費支出と非耐久消費財及びサービス消費支出は不可分との考え方に立

脚し、民間個人消費支出全体を用いてい糺また、図表に示されている推定方法めうちOLS

は最小二乗法を、COはコックラン・オーカット法を表し、ρはコックラン・オーカット法に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一呈より示さ托た1階の自己回帰パラメータの推定値である。さらに丑、∫E，DWはそれぞれ自由

度修正済み決定係数、標準誤差、ダニピン・ワトソン比を表している。図表中の推定パラメ

ータの右側の各列に示されている数字のうち上段は推定値を、下段はその准を表してい乱
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2－1　政府支出における消費と投資の不可分性に基づく推定結果

　　　　　　　　　　図表3，1年次データによる推定結果’・米国ω

　推定式（1）から（44）までの第2変数については政府消費支出と政府投資支出の合計である政

府支出・第ヨ変数については防衛消費支出と防衛投資支出の合計である防衛支出、第4変数に

ついては非防衛消費支出と非防衛投資支出の合計である非防衛支出を用い、政府支出におけ．

る消費と投資は不可分との考え方に基づいている。まず年次データによる推定結果から吟味

す乱年次データの竿定結琴は図表3・1に示さ枠ている・推定期聞は1951年から2004隼までと

したもの（推定式（1ト（4））、1950年から1979年までとしたもの（推定式（5ト（呂））、そ’して

1g呂O年以降としたもの（推定式（9ト（．12））のヨつを設定している；各図表の第1列では推定式

（3・10）～（3．13）での表記に合わせて、代替性あるいは補完性を表すパラメータ⑪、⑪冊、⑪冊血

にはマィナスの記号をつけている。したがって・それぞれの推定値が負であるキいうこと・は㌔・

有効消費を表す（3・4）式では正の値で．あることを表している。以下では（3．4）式での表現に合わ・．・．

せた記述を行う。

　図表3・1を見よう・まずOであるが、推定式11〕、（5）及・び（9）すべてで推定値は負となって．

おり・有意な補完性を表している。補完性の程度は19呂O年以降の方がそれ以前上りも大きく
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なっている。いずれにせよ・これら3本の推定結果は米国の政府支出が家計の限界効用を低下

させていたことを意味する。次に⑪胴に注目しよう。推定式（2）、（6〕及び（1O）がEwn；割皿d

Kam昌（199冨）の基本推定式である。これら3本の推定結果からはいずれの推定期問においても

⑪冊及びo冊…の推定値は負となっており、防衛支出及び非防衛支出は有意な補完性を表してい

る。ともに補完件の程度はやはり19呂o年以降の方がそれ以甘よりも大きい・ただし・△grも

しくは△碧1…いずれか丁方を説明変数から落とした推定結果には注目すぺきである。推定式

（3）、（7）、（1l）はOl・が有意にゼロとは異ならないことを示している。⑪・冊については、推定

式（4〕及び（12）では宥意な補完性を示しているが、推定式（呂）はO皿㎜が有意にゼロとは異なら

ないこと．を示している。したがって19呂O年以前では非防衛支出も独立的であった可能性があ

る・いず．れにせよ、やはり防衛支出、非防衛支出ともに統計学的に有意な代替性を確認する

ことはできず、米国政府による財政政策がどのような政府支出のカテゴリーであれ、家計の

限界効用を高めていなかったことになる。’

　λについ下璋すべての推定式について宥意水準が非常に高’く、消費の流動牲制約仮説が統

計学的に裏付けられることとなっている。ただし、推定値はかなり幅が広い。

　次に四半期データによる推定結果に移ろう。四半期データの推定結果は図表3．2から図表3．4

に示・されている。図表3，2では3つの推定期間が設定されているが、それらは年次データの．推

定期間にほぼ等しい期間にすることで、両者の比較が容易にできるようにしたためである。

さらにこれら四半期データによる分析ではよ’り詳細な検証を行うために、図表ヨ、ヨ及び図表34

では推定期聞を1950年代、1960年代、1970年代、1980年代及び1990年以降2004年第4四半期ま

でに分類してある。
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図表3．4　四半期データによる推定結果・米国13〕

推定期間 1眺o年1－1明蓼年皿 凹90年I一，o㎝年π

推定式番号　　臼7〕　（珊〕　（ヨ，〕　｛40〕　＝41〕　（42〕　（4ヨ〕　幽〕

推定方法　　CO　　CO　　OLS　0LS　Ou　　CO　　CO　　OLS
■O．O盟O里　■O．O甜明　　O．O万明　　　O」O囲開　　　O．岨岨4　　0．O旭〒呈　　O．1〒ヨ〒固　　O．1咀O…

定数項
　　　　■O．肥1　　　］茗．2盟　　　　里．O－O

　　　　O．佃1　　　　0．！刷　　　　皿．宣岨
　j
　　　　1．百茗畠41　　　ヨ．04〒咀　　　呈．11舳

　　　　1．5仙
一〇

　　　　≡．目祀

里」1肝

O」1盟

1．1冊田

　　　　　　呈．フ帥目フ　　　1．1茗ヨ5呈
一〇冊

　　　　　　　5．フ相　　　　1．里5ヨ

　　　　　　1．嗣甜月　　　　　　　　　　O．距田芭
一〇＾咀

　　　　　　　o．ηヨ　　　　　　　　　　　呈」〒’5

　　　－o．捌2自　一〇．ヨ百百畠茗
ρ

　　　一「．5里1　　　一乱里7田

1一

丑　　　　o・靴　　o・5囲　　o・冊

∫E　　　　　o．o咀　　　o．o師　　　o．〒『畠

OW　　　　茗。咀蓼’　　．u明　　　1．畠帖

o．佃彗

O．『1ヰ

呈．咀〒

1．盟5　．　　O．一朋　　　　颪．O冊　　　　一」呈胴

o．帖目　　　　o．oヨヨ　　　　o．o亘筥　　　　o」o明

「．皿7里≡O　　．1．57且呈O　　　O．里冊目目　　　1．5目O’咀

「．“o

ヨ．里川

1．帥唖ヨ　　］O．咀フ甜

｛．喧41　　　■O．1｝　’

1．5囲万　　　　　　　　　　回．囲ヨ目目

5．71呈　　　　　　　　　　　2一ヨ曲

一〇．1目｝一　一0．里茗ヨ「里

■「、’帥　　　■1．甜喧

o．茗帥　　　　o．ヨヨ1　　　　o．〇一フ　　　　o．1嘔畠

口．o胴　　　　o．回甜　　　　o．冊室　　　　o．o葭ヨ

茗．1田　　　　「」筥唖　　　　圭．1圭「　　　　1．盟ヨ

　まず図表3．2を見よう。Oについては、推定式（13）、（17）及び（21）では政府支出の推定伸が

有意な補完性を表しており、これは年次データによる推定結果と整合的であ乱推定値は年

次データと比較Lて若干の差はあるが、19島O年以降の補完性の程度がそれ以前よりも大きく

なっていることも年次データによる推定結果と整合的である。o…及び⑪冊冊についてはどうで

あろうか。図表3．2の残りの9本の推定式を見よう。推定式（14）、（1呂）及び（22）はEv丑n冒且皿d

・肛・・（1・・1）の基本推定式で咋これら・本雌定式は防衛支出・非防衛支出が・ともに有意

な補完性を宥していたことを表している。・推定値に若干の差こそあれ、この補完性について

は年次データと整合的である。推定式（15〕、119）及び（23）は興味深い推定結果を示してい乱

全期間．を通じた推定結果を表している推定式（15）及び1980年以降の推定結果を表している推

定式（23）では⑪胴が宥意にゼロとは異ならず、防衛支出が独立的であったことを示している。

、これに対して19畠O年以前の推定緒果を表している推定式（19）では、若干宥意水準が低いもの

の、防衛支出がこの期間については代替性を有していたことを示しており、年次データの推

定結果とは異なっでいる。残りの3本の推定式（16）、（20）及び（24）」は非防衛支出が有意な補完

性を有していたことを示している。年次データでは独立的であったと判断された1980年以前
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においても補完性が統計学的に確認されろ。補完性の程度は年次データの推定碕果と差があ

る。

　さらに推定期間を各年代ド分けて・より詳細な吟味を行なおう。まず1？50年代であ争が、

推定結果は図表3。ヨの推定式（25ト（28）に示されている。推定式（25）に示されているOの推定

値は有意であり・I950年代において政府支出がやはり補完的であったことを示している。基

本推定式である推定式（26〕では1950年代において防衛支出と非防衛支出とが有意な補完性を

有していたことを示している。ただし、推定式（27）には注意すべきである。この推定結果は

I950年代において防衛支出が遡と有意な代替性を有していたことを示しており、推定式（26）

とは整合的ではない。また推定式（28）は非防衛支出が有意な補完性を有していたことを示し

ているが・推定式（26）と比較して、その補完性の程産はかなり小さいことがわかる。

　1960年代．についての推定結果は図表3．3の推定式（29）～（32）に示されている。政府支出余有

意な補完性を有していたことが推定式（29）から確認され；これは1950年代と整合的である。

基本推走式である’（30〕は1950年代の推定結果と同様に防衛支出及び非防衛支出の有意な補完

性を示しているが・推定式（31）及び（32）で1芋⑪向及ぴO冊冊それぞれの推定値の有意永準が低く

なっており・防衛支出については独立的であったことがわかる。非防衛支出は、・宥意水準が

若干低いことには注意が必要であるが、やはり補完性を有していたことを示している。

　I970隼代についてはどうであろうか。やはり図表3．ヨの推定式（33ト（36）にその推定結果が

示されている。推定式（33）はこれまでの推定結果と同様に．政府支出が有意な補完性を宥して

いたことを示してい乱推定式（34）は・1950年代及び1960年代の推定結果と同様に、O冊及び

⑪冊刷それぞれが宥意な補完性を有していたことを示しているものの、残りの2本の推定式では

いずれも有意水準が低く、防衛支出と非防衛支出はともに独立的であったことを示している。

　19冨O年代に移ろう。その推定結果は図表3，4の推定式（37）～（40）に示されているが、やはり

推定式（37）及び（苧君）．1まこれまでと同様に政府支出・．防衛支出・非防衛支出が有意な補完性を

宥していたことを示している。推定式（ヨ9）尿ぴ（40）でも防衛支出及び非防衛支串が宥意李補

完性を有していたことを確認できるが、ともに補完性の程度は推定式（3呂）た比べて小さい。

ここでは隼次データによる推定結果を示す推定式（ll）で防衛支出が独立的であったこととは

整合的ではないことに注意する必要がある。

　最後にI990年以降について吟味する。これらは図表3．4の推定式（41）～（4〕に示されている。

これ以前の各年代の推定結果と同様に、推定式（41）及び（42）は政府支出、防衛圭出、非防衛’
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支出がそれぞれ宥意な補完性を有していたことを示し亡い乱しかし、・推定式（43）では⑪血の

推定値が有意にゼロとは異ならず、防衛支出が独立的であったことを示している。推定式（4〕

は非防衛支出がやはり有意な補完性を宥していたことを示している。

　λについてであるが、推定式（40）及び（4ヨ）ではλが有意にゼロとは異なるとの帰無仮説を

棄却できないが、それ以外の推定式では、推定値及び丘値に差があるものの有意であり、消費

の流動性制約仮説を受容できることを示している。ただし、推定値は年次データによるそれ

らと比べて全般的に小さい。

2－2　政府支出における消費と投資の可分性に基づく推定結果

　　　　　　　　　　図表3．5　年次データによる推定結果・米国2〕

ρ

■呈

用

∫E

DW

　さて・こ≒では政府支出関連の説明変数を消費のみに限定した場合の推定結果を吟味する。

このように2種類に分けたのは・上でも説明Lたように・B且iley（197I）によるそもそもの議論

が政府部門の消套についてのふ対象とされていることを考慮に入れたためである。まず年次

．データによる推定結果を克よう。図表3，5の推定式（45）、（49）及び（5ヨ）からは⑪が、推定式・

（46）、（47）、（50）、（51）、（54）及び（55）からはO閉がいずれの期間においても有意にゼロとは
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異ならないことを示しており、政府消費支出、防衛消費支出ともた独立直もであったことを祐

認できる。推定式（46）及び（4呂）は・宥意水準牟低いもあの、非防衛消費支出が補完的であっ

たことをうかがわぜているが、より詳細に期間を分けた推定式（50）、（52）、（54）及び（56）のf値

はすべて有意水準が低く・1980年前後の期間において非防衛消費支出は独立的であったと考

えられる。

　次に四半期データを用いた推定結果に移ろう。歯表3，6は興味深い推定結果を示している。

○については、1950年第2四半期から2004年第4四半期までを推定期間とした推定式（57〕及合

1980年以降を推定期間とした推定式（65）はともに年次アータの推定結果と同じく一有意にゼ

ロとは異ならず・したがって政府消費支出が独立的であったこξを示している。これに対し

て19竃O年以前を推定期聞とした推定式（61）は年次データとは異なり、政府消費支出が有意な

代替性を有していたことを示している。1950年第2四半期から2004年第4四半期までを推定期

間とした推定式（5冨ト’（60）は防衛消費支出及び非防衛消費支出についても興味深い推定結果

を示してい乱防衛消費支出についてだけでなく非防衛消費支出についても、年次データに

よる推定結果と同様にo㎜及び⑪㎜1は有意にゼロとは異ならないこと、したがってともに独立

的であったことを示している。これに対してその期間を19呂O年前後そ分けた場合、19呂O年以

前の推定結果を示す推定式（62ト（64）は！若干⑪・冊の宥意水準が低いものの防衛消費支出及

び非防衛消費支出が代替性を有していたことを示している’。また、1980年以降を推定期間と

した推定式（65卜（68）は・年次データの推定結果と同じく、O冊及び⑪冊冊は宥意にゼロとは異

ならず・したがって防衛消費支出及び非防衛消費支出が独立的であったことを示している。
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図表3．8　　四半期データによる推定結果・’米団冒〕

　最後に各年代別の推定結果を吟味しておこう。図表3．7には1950年代、1960年代及び1970年

代の推定結果が示されている。推定式（69）、（73）及び（η〕は、政府消費支出が1950年代のみ

宥意な代替性を有L・I960年代及び1970年代については政府消費支出が独立的であったこと

を示している。推定式（61）では1980年以前の期問を通じて有意な代替性を有するとの推定結

果を得たが・より細かく推定期間を分けることで各年代の違いが鮮明に出た。防衛消費支出

についてもやはり1950年．代のみ有意な代替性を宥していたこと、そして1960年代及び1970年

代については独立的であったことが推定式（70〕、（7I）、（74）、（75）、・（7冨）及び（79〕から確認

でき乱また非防衛消費支出については、推定式（70）では若干有意水準が低いものの、代替

性を宥・していたように見えるが、推定式（72）では宥意水準がさらに低くなり、むしろlg50年

代におギては独立的であったことを確認でき糺1960年代については推定式（74）及び（76）は

明らかにo・冊が有意にはゼロと異ならないことを示しており、この期間にろいても独立的で

あったことが明らかにされている。ただし推定式（78）及・び（君O）は、⑪・冊の有意水準が若干低

いものの・I970年代では非防衛消費支出が代替性を有していたことを確認できる。図表3．9に

は残りの19呂O年代及びI990年以降の推定結果が示されている。推定式（91）及び（85〕が明らか
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にしているのは、両期間中ともにoは有意にゼロとは異ならず、政府消費支出が独立的であ

ったことである。これは年次データによる推定結果を表す推定式（53）、四半期データによる

1980年以降の推定緒果を表す推定式（65〕と整合的である。防衛消費支出についても、推定式

（82）、（富ヨ〕、（君6）及び（呂7）から両期間中は独立的であ・ったことが明らかにされており、年次

デ．rタによる推定結果を表す推定式（54〕及び155）、四半期データによる19呂O年以降の推定結

果を表す推定式（66）及び（67〕と整合的である。非防衛消費支出については19呂O年代では年次

データによる推定結果を表す推定式（54〕及び（56）と同様にこの期間において独立的であった

ことが推定式（冨2）及び（呂4）から明らかにさ’れている。しかし19gO年代については推定式（呂6）

及ぴ（呂呂〕から有意な補完性を宥していたことがわかる。これは年次データ及び四半期データ

による1？宮O年以降？推定結果を表すぞれぞれの推定式（54）、（56）、（66）及び（6呂）とは整合的

ではない。

　なお、λについては、1990年代のみエ値が非常に低いこと、その他の各年代にっいては推定

値が有章で消費の流動性仮説を受容できるとの結果が示されてはいるものの、かなりの差が

あることがわか名。

第5章　結論及び今後の課題

　本稿では1ヨwn呂md　K且m昌（I998〕のモデルを用い、米国の年次データ及び四半期データを使

用して6種類の政府支出と民間消費の代替性に関する実証分析を行なった。そこから以下のよ

うな結論を導くことが可能である。

　年次データ及び四半期データ双方の推定結果ぞれぞれからは、推定期聞を変更することで

推定結果が異なる場合が多いこと、そのよう・な申であえて四半期データによる各年代別の推

定結果を重視するのであれば、政府による財政政策が家計の限界効用を増大させていた、つ

まり6種類の政府支出のうち民間消費と代替性を有していたと統計学的に判断できるのは1950

年代の防衛支出及び防衛消費支出と、1970年代の非防衛消費支出のみであり、これら以外は

補完性もしくは独立性を有していたことが明らかにされた。また、年次データと四半期デー

タで推定結果が異なる場合も見られれ過去の研究事例でも年次データによる推定を行って

いる事例と四半期アータによる珪定を行っている事例がある。米国の場合、｝950隼以降に朝

鮮戟争、ベトナム戦争、湾岸戦争、イラク戦争と4度の戦争を、また西側陣営の軍事的超大国
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として旧東側諸国との冷戦をも経験してきたことを考えると、ノ’fラメータが推定期間によっ

てかなり変動している可能性がある。この点を考慮してより’詳細に分析するのであれば二四

半期データによる分析が好ましいと考え乱また・過去の研究事例では民間消費’に．おける耐

久消費財消費と非耐久消費財及びサーピス消費との不可分性については考察されているもの

の・そもそもB且i1gy（1971）が主張した点を考えるのであれば・政府支出についても消費と投資

の不可分性についての考察も重要であることを今回の推定結果は示していると言える。

　今後の研究課題もまた残されることと牽った。第1に、字数の制約上、今回は日本について

の検証ができなかったことである。日本の防衛支出政策に対する経済学的評価がなされるこ

とはほとんどない。したがって実証分析の価値は十分にあろう。日・本の場合、防衛支出は国

民経済計算体系ではすべて政府最終消費支出た計‡されることとなっているが、米国のNIPA

では防衛支出が消費と投資から構成されていることからもわかるように、実際には防衛支出

の中には消費よりもむしろ公的資本形成と考えるべき支出も含まれている。日本の分析には．

その点を群細に分類する必要が出てくる。・第2に、本稿では政府支出と民問支出の代替性及び

補完性に関する今後の研究の第一歩を踏み出したに遇ぎず、実証分析を行なったのはEv且m

md　K肛m筥（1998）による流動性制約仮説をも同時に検証するモデルだけであったが、3つの不

可分性に関する問睦も含めて、このテーマに関しては様々なアプローチがあり、今後はそれ

らを推定し・比較検討することが求められる。特に消費という概念をどのように捉えるのか

が決定的に重要な要素のエつとなるであろう。

　いずれにせよ、日米の財政政策、特に防衛支出政策の評価を行’う非常に重要な研究テーマ

であり、今後も積極的に取り’組んでゆきたいと思う。
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